
R5.10月現在

No. 分野 基準値 中間見直し時点 R4.12時点 現状(R5.10) 目標値 備考 達成状況

3,720人 3,819人 3,892人 3,892人 4,018人 B ｂ－１

（平成28年度） （平成30年度） （令和２年度） （令和２年度） （令和５年度）

195.7人 204.9人 212.3人 212.3人 213.3 B ｂ－１

1,710人 1,755人 1,840人 1,858人 2,008人 B ｂ－３

（平成29年度） （令和2年度） （令和４年度） （令和５年度） （令和５年度）

90.8人 95.9人 102.4人 104.8人 106.6人 B ｂ－１

361人 355人 386人 396人 402人 B ｂ－１

74.6人 75.3人 84.3人 87.5人 83.1人 A ａ－１

605人 641人 648人 677人 687人 B ｂ－３

113.2人 122.5人 126.6人 133.6人 128.6人 A ａ－１

122人 122人 132人 124人 140人 B ｂ－１

86.1人 88.4人 97.0人 92.0人 98.8人 B ｂ－１

262人 250人 268人 259人 316人 C ｃ－１

96.7人 96.3人 107.5人 105.9人 116.6人 B ｂ－３

250人 243人 259人 249人 302人 C ｃ－１

102.1人 103.3人 114.5人 112.1人 123.3人 B ｂ－３

12人 7人 9人 10人 14人 C ｃ－１

46.2人 28.8人 38.8人 44.4人 53.9人 C ｃ－１

91人 85人 87人 87人 117人 C ｃ－１

85.0人 85.3人 75.7人 77.8人 109.3人 C ｃ－１

269人 302人 319人 315人 346人 B ｂ－３

77.8人 89.3人 97.5人 97.6人 100.0人 B ｂ－１

1,324人 1,329人 1,354人 1,354人 1,442.5人 B ｂ－３

（平成28年度） （平成30年度） (令和２年度) (令和２年度) （令和５年度）

69.6人 71.3人 73.9人 73.9人 76.6人 B ｂ－２

2,947人 3,017人 3,134人 3,134人 3,415人 B ｂ－３

（平成28年度） （平成30年度） （令和２年度） （令和２年度） （令和５年度）

155.0人 161.9人 171.0人 171.0人 181.3人 B ｂ－１

０人 219人 219 219 320人 B ｂ－３

（平成28年度） （令和元年度） （令和３年度） （令和４年度） （令和５年度）

23,407.6人 23,912.8人 24,046.9人 24,046.9人 25,147.1人 B ｂ－１

（平成28年度） （平成30年度） （令和２年度） （令和２年度） （令和５年度）

1,233.2人 1,282.9人 1,317.6人 1,317.6人 1335.0人 B ｂ－１

980.5人 1,023.3人 1,050.7人 1,050.7人 1,049.3人 A ａ－１

（平成28年度） （平成30年度） （令和２年度） （令和２年度） （令和５年度）

51.7人 54.9人 57.6人 57.6人 55.7人 A ａ－１

459.0人 480.5人 489.5人 489.5人 528.5人 B ｂ－１

（平成28年度） （平成30年度） （令和２年度） （令和２年度） （令和５年度）

24.2人 25.8人 26.8人 26.8人 28.1人 B ｂ－１

21,968.1人 22,409.0人 22,506.7人 22,506.7人 23,569.3人 B ｂ－１

（平成28年度） （平成30年度） （令和２年度） （令和２年度） （令和５年度）

1,157.3人 1,202.2人 1,233.2人 1,233.2人 1,251.3人 B ｂ－１

220人 251人 271人 275 340人 B ｂ－３

（平成29年度） （令和元年度） （令和４年度） （令和4年度） （令和５年度）

13人 65人 181人 205 400人 B ｂ－３

（平成29年度） （令和元年10月） （令和４年度） （令和4年度） （令和５年度）

1,228.5人 1,282.5人 1,360.4人 1,360.4人 1,362.5人 B ｂ－１

（平成26、28年度） （平成29、30年度） （令和２年度） （令和２年度） （令和５年度）

64.6人 68.8人 74.2人 74.2人 72.3人 A ａ－１

735.5人 747.3人 794.9人 794.9人 873.5人 B ｂ－１

（平成26、28年度） （平成29、30年度） （令和２年度） （令和２年度） （令和５年度）

38.7人 40.1人 43.4人 43.4人 46.4人 B ｂ－１

804.0人 843.0人 815.7人 815.7人 836.0人 B ｂ－１

（平成26、28年度） （平成29、30年度） （令和２年度） （令和２年度） （令和５年度）

42.3人 45.2人 44.4人 44.4人 44.4人 A ａ－１

1,396人 1,493人 1571.0人 1571.0人 1,709.5人 B ｂ－１

（平成28年度） （平成30年度） （令和２年度） （令和２年度） （令和５年度）

73.4人 80.1人 85.7人 85.7人 90.8人 B ｂ－１

752人 725人 733.0人 733.0人 853.4人 B ｂ－６

（平成28年度） （平成30年度） （令和２年度） （令和２年度） （令和５年度）

39.6人 38.9人 40.0人 40.0人 45.3人 B ｂ－１

77.3% 83.3% 83.3% 85.0% 91.2% B ｂ－１

（平成29年度） （令和２年度） （令和２年度） （令和３年度） （令和５年度）

10 10 10 10 13 C ｃ－１

（平成28年度） （平成30年度） （令和４年度） （令和４年度） （令和５年度）

6.7% 9.6% 11.2% 7.5% 13.3% B ｂ－３

（平成28年） （令和元年度） （令和２年度） （令和３年度） （令和５年度）

3.3%

3.2% （令和元年度） 4.7% 2.8% 8.7% C ｃ－１

（平成28年度） 6.1% （令和２年度） （令和３年度） （令和５年度）

（平成30年度）

95.6 102.3 103.9 103.9 124.5 B ｂ－１

（平成28年度） （平成30年度） （令和２年度） （令和２年度） （令和５年度）

95.7% 97.5% 97.1% 96.1% 100% B ｂ－３

（平成27年度） （平成29年度） （令和２年度） （令和３年度） （令和５年度）

97.7% 95.7% 93.1% 92.5% 98.0% C ｃ－１

（平成28年度） (令和元年度) （令和３年度） （令和４年度） （令和５年度）

92.9% 94.8% 94.1% 93.2% 98.0% C ｃ－１

（平成28年度） (令和元年度) （令和３年度） （令和４年度） （令和５年度）

医師・歯科医師・薬剤師調査　
※全国平均を目標

南会津

3

2

福島県保健福祉部調べ（医育
機関の附属病院を除く）

※病院調査の結果を踏まえて目
標を設定

※人口10万対の算出に用いた
人口は福島県の推計人口（福島
県）

会津

5

医師

歯科医師

薬剤師

医療施設従事歯科医師数
※下段は人口10万対

薬局・医療機関に従事する薬剤師数　
※下段は人口10万対

在宅医療エキスパート薬剤師人材育成セ
ミナー受講者数

1

医師・歯科医師・薬剤師調査
（厚生労働省）

医師・歯科医師・薬剤師調査
（厚生労働省）　
※病院調査・歯科診療所調査の
結果を踏まえて目標を設定
※人口10万対の算出に用いた
人口は福島県の推計人口（福島
県）

7

14

医療施設調査、病院報告
※病院への調査結果を踏まえて
目標を設定
※人口10万対の算出に用いた
人口は福島県の推計人口（総務
省）

15

衛生行政報告例
※歯科診療所等への調査結果
を踏まえて目標を設定
※人口10万人あたりの算出に用
いた人口は福島県の推計人口
（総務省）

救急・救助の現況（総務省消防
庁）
※全国平均を目標

診療放射線技師・診療エックス線技師
数
※下段は人口10万対

就業歯科衛生士数
※下段は人口10万対

6

衛生行政報告例

※福島県看護職員需給計画と
整合性を図って目標を設定

※人口10万対の算出に用いた
人口は福島県の推計人口（福島
県）

18
現状値は、休止中１を含む。
※13市全ての整備を目標

16

17

19
救急・救助の現況（総務省消防
庁）
※全国平均13.3以上を目標

就業歯科技工士数
※下段は人口10万対

救急隊のうち救命士常時運用隊の比
率

休日夜間急患センター及びこれに準じた初期
救急医療機関を整備している地区数

心原性でかつ一般市民により心肺機能停止の
時点が目撃された症例の１か月後生存率

21
医師・歯科医師・薬剤師調査

22

4

9

看護職員数　
※下段は人口10万対

保健師数　
※下段は人口10万対

助産師数
※下段は人口10万対

看護師・准看護師数
※下段は人口10万対

12

医療施設調査、病院報告、介護
サービス施設・事業所調査より
算定。
※病院・介護施設への調査結果
を踏まえて目標を設定。
※人口10万対の算出に用いた
人口は福島県の推計人口（総務
省）

13

日本看護協会公表データ

11
厚生労働省調べ

10 認定看護師数

特定行為研修修了者数

理学療法士数
※下段は人口10万対

作業療法士数
※下段は人口10万対

8
保健師・
助産師・
看護師・
准看護師

その他の
保健医療
従事者

人口10万対の小児科医師数

３歳児健康診査受診率

麻しん予防接種率（Ⅰ期）

救急医療

小児医療

麻しん予防接種率（Ⅱ期）

20
心原性でかつ一般市民により心肺機能停止の
時点が目撃された症例の１か月後社会復帰率

救急・救助の現況（総務省消防
庁）
※全国平均8.7以上を目標

23
｢福島県麻しん（はしか）対策指
針｣と整合性を図って目標を設
定

24

県中医療圏

県南医療圏

会津・南会津医療圏

相双医療圏

いわき医療圏

施策の効果指標名

医療施設従事医師数
※下段は人口10万対

病院勤務の常勤医師数 
※下段は人口10万対

県北医療圏

第七次福島県医療計画目標値及び進捗状況一覧

基準値からは減少
しているが、人口
10万対では全国平
均を上回ってい
る。

○ 「達成状況」の評価基準

A：目標値達成

B：目標値未達成（基準値から改善）

C：目標値未達成（基準値から維持・後退）

○ 「施策の効果」の評価基準

＜達成状況Aの場合＞

ａ－１：医療計画上の施策が奏功

ａ－２：別の要因により、目標値達成

ａ－３：施策の効果は別途検証が必要

ａ－４：その他

＜達成状況Bの場合＞

ｂ－１：医療計画上の施策により

達成見込みあり

ｂ－２：別の要因により達成見込みあり

ｂ－３：医療計画上の施策は効果が

あるが、達成の見込みは薄い

ｂ－４：別の要因の効果があるが、

達成の見込みは薄い

ｂ－５：施策の効果は別途検証が必要

ｂ－６：その他

＜達成状況Cの場合＞

ｃ－１：医療計画上の施策は効果があるが、

別の要因により達成の見込みは薄い

ｃ－２：別の要因の効果はあるが、

達成の見込みは薄い

ｃ－３：医療計画上の施策は

あまり効果が見られない

ｃ－４：施策の効果は別途検証が必要

ｃ－５：その他

報告資料１－２
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No. 分野 基準値 中間見直し時点 R4.12時点 現状(R5.10) 目標値 備考 達成状況 施策の効果指標名

42床 42床 42床 42床 45床 C ｃ－１

（平成29年度） （平成30年度） （令和４年度） （令和５年度） （令和５年度）

９床 9床 9床 ９床 12床 C ｃ－１

（平成29年度） （平成30年度） （令和４年度） （令和５年度） （令和５年度）

4.6 3.9 4.1 3.6 3.6 A ａ－１

（平成28年度） （平成30年度） （令和３年度） （令和４年度） （令和５年度）

36.0人 39.4人 42.9人 42.9人 51.2人 B ｂ－１

（平成28年度） （平成30年度） （令和２年度） （令和２年度） （令和５年度）

16人 18人 18人 18人 23人 B ｂ－３

（平成29年度） （平成30年度） （令和４年度） （令和４年度） （令和５年度）

116人 133人 132人 132人 136人 B ｂ－３

（平成29年度） （平成30年度） （令和４年度） （令和４年度） （令和５年度）

373人 - 376人 376人 437人 B ｂ－３

（平成29年度） - （令和４年度） （令和４年度） （令和５年度）

11 11 16 28 30 B ｂ－１

（平成29年度） （令和元年度） （令和４年度） （令和5年度） （令和５年度）

8 8 11 12 12 A ａ－１

（平成29年度） （令和元年度） （令和４年度） （令和5年度） （令和５年度）

12.5% 100% 100.0% 100.0% 100% A ａ－１

（平成29年度） （令和元年度） （令和４年度） （令和5年度） （令和５年度）

８機関 10機関 12機関 12機関 12機関 A ａ－１

（平成29年度） （令和２年度） （令和４年度） （令和５年度） （令和５年度）

45 53 67 67 80 B ｂ－１

（平成26年10月） （平成29年10月） （令和２年10月） （令和２年10月） （令和２年度）

308 278 257 257 340 C ｃ－１

（平成26年９月） （平成29年10月） （令和２年10月） （令和２年10月） （令和２年度）

93,629 94,856 97,894 102,083 103,000 B ｂ－１

（平成27年度） （令和元年度） （令和２年度） （令和３年度） （令和２年度）

317 285 248 248 350 C ｃ－１

（平成26年９月） （平成29年10月） （令和２年10月） （令和２年10月） （令和２年度）

2,598 2,843 3,304 3,893 2,900 A ａ－１

（平成27年度） （令和元年度） （令和２年度） （令和３年度） （令和２年度）

17 18 18 18 26 C ｃ－４

（平成29年度） （令和２年度） （令和３年度） （令和５年９月） （令和５年度）

73 86 86 86 112 B ｂ－３

（平成29年度） (令和元年度) (令和３年度） (令和４年度） （令和５年度）

22.3% 21.9% 21.9% 21.4% 12.0% B ｂ－３
男性34.4% 女性10.8% 男性33.8% 女性10.5% 男性33.8% 女性10.5% 男性33.2 % 女性10.5 % 男性19.0% 女性5.4%

（平成28年度） （令和元年度） （令和元年度） （令和4年度） （令和４年度）

26.9% 35.0% 30.5% 34.1% 50%以上 B ｂ－３

（平成27年度） （令和元年度） （令和２年度） （令和4年度） （令和５年度）

36.9% 33.7% 26.4% 32.8% 50%以上 C ｃ－１

（平成27年度） （令和元年度） （令和２年度） （令和4年度） （令和５年度）

33.9% 29.7% 25.2% 30.3% 50%以上 C ｃ－１

（平成27年度） （令和元年度） （令和２年度） （令和4年度） （令和５年度）

40.4% 39.8% 37.6% 46.2% 60%以上 B ｂ－３

（平成27年度） （令和元年度） （令和２年度） （令和4年度） （令和５年度）

44.9% 44.9% 40.9% 48.4% 60%以上 B ｂ－３

（平成27年度） （令和元年度） （令和２年度） （令和4年度） （令和元年度）

6 7 7 7 12 B ｂ－３

（平成28年３月） （令和３年度） （令和３年度） （令和５年度） （令和５年度）

男性43.7 女性27.4 - 男性43.7 女性27.4 男性43.7 女性27.4 男性41.6 女性24.7 -

（平成27年） （平成27年） （平成27年） （令和４年）

13 13 16 16 23 B ｂ－１

（平成29年７月） （令和３年８月） （令和４年11月） （令和５年３月） （令和５年度）

男性34.7 女性15.5 - 男性34.7 女性15.5 男性34.7 女性15.5 男性16.2 女性6.1 -

（平成27年） （平成27年） （令和　年） （令和５年）

48.6% 52.4% 52.5% 56.3% 70% B ｂ－３

（平成26年度） （令和元年度） （令和２年度） （令和3年度） （令和５年度）
20.9% 21.1% 26.8% 27.1% 45% B ｂ－３

（平成26年度） （令和元年度） （令和２年度） （令和3年度） （令和５年度）
933人 B ｂ－１

（令和２年度末）
910人

（令和６年度末）
876人 B ｂ－１

（令和２年度末）
870人

（令和６年度末）
3,055人 B ｂ－１

（令和２年度末）
2,142人

（令和６年度末）
1,902人 B ｂ－１

（令和２年度末）
1,430人

（令和６年度末）
1,153人 B ｂ－１

（令和２年度末）
712人

（令和６年度末）
4,864人 B ｂ－１

（令和２年度末）
3,922人

（令和６年度末）
694人 ‐

（令和２年度末）
1,526人

（令和６年度末）
395人 ‐

（令和２年度末）
898人

（令和６年度末）
299人 ‐

（令和２年度末）
628人

（令和６年度末）

災害時医
療

25

26

27
人口動態統計（厚生労働省）

診療報酬加算対象NICU病床数

診療報酬加算対象MFICU病床数

周産期死亡率

周産期医
療

33
※12消防本部管内に対応でき
るよう各１病院設置

34

35

各医療圏毎に２箇所整備。災害
拠点病院や救命救急センター
は原子力災害拠点病院の指定
を目指す。

原子力災
害医療等

28
医師・歯科医師・薬剤師調査

32
※県災害対策本部・９保健所に
各３名を目標

29
※病院への調査結果を踏まえて
目標を設定

30

31

人口10万対の産科・産婦人科医師数

NICU担当常勤医師数（専任）

NICU担当常勤看護師数（専任）

助産業務を行う助産師数

災害医療コーディネーター数

災害拠点病院数

災害拠点病院における業務継続計画
の策定

原子力災害拠点病院及び原子力災
害医療協力機関医療機関数

41
※病院への調査結果等を踏ま
えて目標を設定。

リハビリ
テーション

42

43

36
医療施設調査

37
医療施設調査

38
NDB

在宅医療

39
医療施設調査

40
NDB

退院調整支援担当者を配置する病院
数

訪問診療を実施している診療所数

訪問診療を受けた患者数（レセプト件
数）

往診を実施している診療所数

看取り数（レセプト件数）

回復期リハビリテーション病棟入院料
届出病院数

地域リハビリテーション相談センター
数

44
市町村対策型がん検診受診
率。検診対象年齢は40～69歳、
子宮頸がんは20～69歳。
胃がんは現状40～69歳から28
年度以降、50～69歳に変更
※第二次健康ふくしま２１計画
及び福島県がん対策推進計画
と整合性を図って目標を設定。

47

48

45

46

胃がん検診受診率

肺がん検診受診率

大腸がん検診受診率

子宮頸がん検診受診率

がん対策

49

喫煙率

乳がん検診受診率

緩和ケア病棟を有する医療機関数

53
※第二次健康ふくしま21計画と
整合性を図って目標を設定。

54 特定保健指導実施率

特定健診実施率

急性心筋梗塞の年齢調整死亡率

糖尿病対
策

50

※第二次健康ふくしま21計画と
整合性を図って目標を設定。

51

※病院への調査結果等を踏ま
え、全県での対応が可能となる
よう目標を設定。

心大血管リハビリテーション料届出施
設数

脳血管疾患の年齢調整死亡率
脳卒中対
策

心筋梗塞
等の心血
管疾患対
策

52
※全国平均以下を目標。

令和５年12月に令和２年の数値
が公表予定（国の人口動態統計
特殊報告）

令和５年12月に令和２年の数値
が公表予定（国の人口動態統計
特殊報告）

56
832人

厚生労働省が定めた推計式に
より算出。

（平成26年度）

55
935人

厚生労働省が定めた推計式に
より算出。

（平成26年度）

700人

（平成30年度）

932人

（平成30年度）

794人

（令和３年度）

精神病床における回復期（３ヶ月以上
１年未満）入院需要（患者数）

精神病床における急性期（３ヶ月未
満）入院需要（患者数）

622人

（令和３年度）

精神疾患
対策

58
2,044人

厚生労働省が定めた推計式に
より算出。

57
3,666人

地域移行に伴う基盤整備量（６５歳以
上利用者数）

地域移行に伴う基盤整備量（利用者
数）

60
5,433人

厚生労働省が定めた推計式に
より算出。

（平成26年度）

59
1,622人

厚生労働省が定めた推計式に
より算出。

（平成26年度）

1,229人

（平成30年度）

4,766人

（平成30年度） （令和３年度）
精神病床における入院需要（患者数）

精神病床における慢性期入院需要（６
５歳未満患者数）

1,059人

（令和３年度）

4,342人

（令和４年度）

4,198人

（令和４年度）

63
-

厚生労働省が定めた推計式に
より算出。- -

62
-

厚生労働省が定めた推計式に
より算出。

61
-

厚生労働省が定めた推計式に
より算出。-

-

（令和４年度）

1,789人

（令和４年度）

989人

地域移行に伴う基盤整備量（６５歳未
満利用者数）

厚生労働省が定めた推計式に
より算出。

（平成26年度）

3,134人

（平成30年度）

1,905人

（平成30年度）

精神病床における慢性期入院需要（６
５歳以上患者数）

精神病床における慢性期（１年以上）
入院需要（患者数）

国民生活基礎調査
※第二次健康ふくしま21計画と
整合性を図って目標を設定。

‐

‐

‐

2,926人

（令和３年度）

1,867人

（令和３年度）

806人

（令和４年度）

614人

（令和４年度）

2,778人

（平成26年度）

-

-

目標値を障がい福祉計画に反映
し、利用者数の増加で進捗管理
をすることとなっていたが、障が
い福祉計画では障害種別で利
用者数を分けていないため進捗
管理ができない。
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No. 分野 基準値 中間見直し時点 R4.12時点 現状(R5.10) 目標値 備考 達成状況 施策の効果指標名

62% 62% 62% 63% 69% B ｂ－３

（平成26年度） （平成30年度） （平成30年度） （令和２年度） （令和２年度末）

76% 81% 81% 80% 84% B ｂ－３

（平成26年度） （平成30年度） （平成30年度） （令和２年度） （令和２年度末）

88% 89% 89% 88% 90% C ｃ－１

（平成26年度） （平成30年度） （平成30年度） （令和２年度） （令和２年度末）

411人 333人 336人 336人 310人以下 B ｂ－３

（平成27年） （令和元年度） （令和３年） （令和３年） （令和３年）

97.7% 95.7% 93.1% 92.5% 98.0% C ｃ－１

（平成28年度） （令和元年度） （令和３年度） （令和４年度） （令和２年度）

92.9% 94.8% 94.1% 93.2% 98.0% C ｃ－１

（平成28年度） （令和元年度） （令和３年度） （令和４年度） （令和２年度）

8.6 6.9 5.6 4.6 7.0以下 A ａ－１

（平成28年） （令和元年） （令和３年） （令和４年） （令和５年）

100% 100% 103% 100% A ａ－１

（平成29年度） （令和元年度） （令和４年度） （令和５年度）

15,111人 15,143 14,256人 14,172人 20,000人 C ｃ－１

（平成29年８月） （令和２年８月） （令和４年８月） （令和５年９月） （令和５年度）

75.3% 83.6% 83.1% 84.8% 90% B ｂ－３

（平成27年度） （令和元年度） （令和２年度） （令和３年度） （令和５年度）

51 50 53 54 84 C ｃ－１

（平成29年９月） （令和２年９月） （令和４年12月） （令和5年3月） （令和５年度）

35.2 55.4 33.8 33.8 77.8 C ｃ－５

（平成26年度） （平成29年10月） （令和２年10月） （令和２年10月） （令和５年度）

970人 1,198人 1,273人 1,340人 1,300人 A ａ－１

（平成28年度） (令和元年度) （令和３年度） （令和４年度） （令和７年度）

108人 206人 223人 234人 250人 B ｂ－１

（平成28年度） (令和元年度) （令和３年度） （令和４年度） （令和５年度）

71人 237人 335人 427人 350人 A ａ－１

（平成28年度） (令和元年度) （令和３年度） （令和４年度） （令和７年度）

194人 737人 1,069人 1,275人 1,000人 A ａ－１

（平成28年度） (令和元年度) （令和３年度） （令和４年度） （令和５年度）

107人 289人 384人 437人 480人 B ｂ－１

（平成28年度） (令和元年度) （令和３年度） （令和４年度） （令和５年度）

０か所 205か所 219か所 299か所 250か所 A ａ－１

（平成28年度） （令和元年度） （令和３年度） （令和４年度） （令和５年度）

1.2% 5.8% 4.7% 5.0% 7.2% B ｂ－３

（平成28年度） （令和元年度） （令和２年度） （令和３年度） （令和５年度）

11市町村 53市町村 51市町村 52市町村 59市町村 B ｂ－３

（平成29年度） （令和元年度） （令和３年度） （令和４年度） （令和５年度）

9 9 9 9 11 C ｃ－５

（平成29年度） （令和元年度） （令和３年度） （令和５年度） （令和５年度）

1,116,428件 6,285,066件 6,987,394件 6,942,122件 6,500,000件 A ａ－１

（平成28年度） （令和２年度） （令和３年度） （令和４年度） （令和５年度）

20施設 53施設 72施設 73施設 400施設 B ｂ－３

（平成29年12月） （令和２年６月末） （令和４年９月末） （令和５年３月末） （令和５年度）

31.3% 20.9% 17.4% 14.3% 50.0% C ｃ－１

（平成28年度） （令和元年度） （令和３年度） （令和４年度） （令和５年度）

33.7% 40.0% 19.6% 20.1% 40.0% C ｃ－１

（平成28年度） （令和元年度） （令和３年度） （令和４年度） （令和５年度）

103.4% 107.3% 103.6% 104.5% 100%以上 A ａ－１

（平成28年度） （令和元年度） （令和３年度） （令和４年度） （令和５年度）

新型コロナウイルス
感染症の影響によ
り地域での議論が
遅滞した可能性が
ある。

82
６５歳以上人口における通いの場への
参加者割合

※出典は福島県介護予防事業
評価（福島県介護予防市町村
支援委員会）であり、作成年度
の前年度の実績を評価

70
人口10万人あたりの新規登録患
者数

66

67
第三次福島県自殺対策推進行
動計画と整合を図る。自殺者数

精神病床における入院後１年時点の
退院率

64

65
精神疾患
対策

68
｢福島県麻しん（はしか）対策指
針｣と整合性を図って目標を設
定

69
感染症対
策

精神病床における入院後６ヶ月時点
の退院率

71

72

73

地域保健・健康増進事業報告
※第三次福島県歯っぴいライフ
8020運動推進計画と整合性を
図って目標を設定

74
診療報酬施設基準届出

移植医療

歯科保健
医療

75

医療施設調査
※全国平均を目標

現状値が令和2年
時点から更新でき
ないため（次回の
国公表が令和６年
度の予定）

81
概ね中学校単位に１か所以上

85

83

高齢化に
伴い増加
する疾患
等対策

地域医療の
機能分化と
連携

医療に関す
る情報化の
推進

76
高齢者人口470人あたり１人を目
標

77
一般診療所６か所に１人程度

かかりつけ医認知症対応力向上研修
修了者数（累計）

認知症対
策

78

79

89

86

87

薬局等：薬局及び医薬品販売
業を指す。※各店舗等に対し、
２年に一度の立入調査を目指す

医薬品等
安全対策

血液確保
対策 献血量目標達成率

薬事監視率（製造業）

薬事監視率（薬局等）

健康サポート薬局届出数

88

※許可期限が５年間であるた
め、この期間内に最低２回の立
入調査を行うことを目指す

84

薬局・医療施設に従事している
薬剤師の４人に１人

80
１病院３人以上

歯科診療所・医療施設に従事し
ている歯科医師の４人に１人

総合医療情報システムへのアクセス
件数

地域医療支援病院数

自立支援型地域ケア会議を実施する
市町村数

認知症対応薬局数

看護職員認知症対応力向上研修修
了者数（累計）

薬剤師認知症対応力向上研修修了
者数（累計）

歯科医師認知症対応力向上研修修
了者数（累計）

認知症サポート医養成研修修了者数
（累計）

麻しん予防接種率（Ⅰ期）

麻しん予防接種率（Ⅱ期）

結核罹患率

抗インフルエンザウイルス薬の備蓄率

骨髄ドナー登録者数

３歳児におけるう蝕のない児の割合

在宅療養支援歯科診療所数

訪問診療（居宅）実施件数（人口10万
対）

国が示す備蓄目標
数を踏まえ適切に対
応する

精神病床における入院後３ヶ月時点
の退院率
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